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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

子どもは、次の時代を担うかけがえのない宝物であり、これからのまちをつくる大

切な存在です。子どもが健やかに育つためには、社会全体で子育てを支え、環境を整

備していくことが重要です。 

 

近年、出生数の減少や出生率の低下に伴う少子化の進行により、子育てをめぐる状

況は大きく変化しています。核家族化の進行等による家族構成の変化や地域のつなが

りの希薄化は、多くの子育て家庭が子育てへの不安感や孤立感を抱くことにもつなが

っています。 

 

国では、子育てしやすい環境を地域や社会全体で支援し構築することを目的とした

「子ども・子育て関連 3 法」が平成 24 年８月に成立しました。この 3 法に基づい

て平成 27年度から施行される新たな子育て支援の仕組みである「子ども・子育て支

援新制度」では、（１）質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供、（２）保育の量

的拡大・確保、教育・保育の質的改善、（３）地域の子ども・子育て支援の充実、が

目指されることとなっています。また、「子ども・子育て支援法」では、都道府県、

市区町村に、「子ども・子育て支援事業計画」の策定が義務づけられています。 

 

坂井市においても、子どもたちにとってふさわしい幼児期の教育・保育、地域にお

ける子ども・子育て支援を総合的・一体的に推進していくため、「坂井市次世代育成

支援行動計画」（以下「前回計画」という。）をふまえながら、「坂井市子ども・子育

て支援事業計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61条第 1項に基づき、基本指針に即して、５

年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他

この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画として定められるものです。 

本計画の策定にあたっては、市の上位計画である総合計画や関連計画との整合、連

携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画は、平成 27 年度から平成 31年度までの５年間を計画期間とし、今後の社

会情勢の変化等による状況も踏まえながら、必要に応じて本計画の見直しを行います。 

 

平成 
25 年度 

平成 
26 年度 

平成 
27 年度 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

平成 
31 年度 

平成 
32 年度 

平成 
33 年度   

次世代育成支援 

行動計画（前回計画） 

       

  
坂井市子ども・子育て支援事業計画（本計画） 

  

       次期計画 

（平成 32 年度～） 

 

 

坂井市 

子ども・子育て 

支援事業計画 
 

＜本計画＞ 

 

○坂井市福祉保健総合計画 

  ・地域福祉計画 

  ・障がい者計画 

  ・健康さかい 21計画 

○坂井市男女共同参画推進計画 

○坂井市食育推進計画 

○坂井市教育振興基本計画   など 

国 福井県 

関連計画 

 

整合を図りながら策定・推進 

坂井市総合計画 

整 

合 

整 合 

    
本計画策定 

    
次期計画策定 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 統計による坂井市の状況 

（１）人口の状況 

 人口の推移をみると、総人口は平成 21 年度以降、減少を続けています。年齢３区分

割合をみると、４年間のうち、年少人口割合は15.3％から14.4％まで減少、高齢者人

口割合は21.9％から23.9％まで増加しており、少子高齢化の進行がうかがえます。 

■総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

■人口の３区分割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

資料：住民基本台帳 各年 10月 1日現在     

 

※「％」は、それぞれの割合を小数点以下第２位で四捨五入したものです。そのため、それぞれの項目の合
計値が 100.0％にならない場合があります。本計画書のすべてのグラフや表についても同様です。 
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（２）人口動態 

 社会増減数をみると、平成 21～25年のうち、平成 24年は転入数が転出数を上

回り１人増となっているものの、それ以外の年では、転出数が転入数を上回っていま

す。自然増減数をみると、平成 22年以降、死亡数が 900人前後、出生数が 800

人を下回って推移しています。社会動態、自然動態の双方からみて、毎年人口は減少

を続けています。 

 

■社会増減数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自然増減数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福井県の推計人口      

 

869

763 758 741
788805

878
923 928 933

64

-115

-165
-187

-145

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

0

200

400

600

800

1,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

(人）（人）

出生数 死亡数 自然増減

2,599
2,360

2,546
2,351 2,389

2,853
2,543 2,581

2,350
2,592

-254

-183
-35

1

-203

-300

-200

-100

0

100

200

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

(人）（人）

転入数 転出数 社会増減



 5 
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（３）世帯の状況 

 核家族世帯数の推移をみると、過去 20年間で約 1.5 倍に増加しています。 

 

■核家族世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査         

 

（４）婚姻の状況 

 婚姻件数は年間 400 件前後、離婚件数は 130～140件前後を推移しています。 

 

■婚姻・離婚件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民生活課         
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（５）女性の就労の状況 

 女性の労働力率は、20～59歳までのすべての年代において、全国と福井県を上回

っています。 

 

■女性の労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22年）         

（６）子どもの数の状況 

 子どもの人口は、年々減少しています。 

 

■子どもの数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 各年 10 月 1日現在        
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（７）幼稚園・保育所（園）の状況 

幼稚園においては、学級数、利用者数が減少傾向にあります。保育所（園）の定員

数は増減しながら推移しており、利用者数は年々増加しています。 

 

■幼稚園の状況 

  平成 21年 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 

幼稚園数＜休園含む＞ （園） 20 20 19 19 19 

学級数 （学級） 42 38 38 34 31 

利用者数 （人） 587 563 540 556 447 

教員数 （人） 84 73 65 59 62 

職員数 （人） 0 0 0 0 1 

修了者 （人） 416 422 386 379 383 

就園率 （％） 47.2 45.0  43.4 42.9 43.4 

資料：学校教育課（各年５月１日現在） 

 

■保育所（園）の状況 

  平成 21年 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 

公立 
定員数 （人） 2,305 2,305 2,305 2,095 1,985 

利用者数 （人） 1,948 1,956 2,014 1,862 1,834 

私立 
定員数 （人） 1,085 1,115 1,115 1,235 1,420 

利用者数 （人） 1,110 1,153 1,157 1,306 1,466 

合計 
定員数 （人） 3,390 3,420 3,420 3,330 3,405 

利用者数 （人） 3,058 3,109 3,171 3,168 3,300 

資料：子育て支援課（各年４月１日現在） 

（３歳未満児の通所（園）の状況） 

 
平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

０歳児 
公立 （人） 97 132 127 147 135 

私立 （人） 107 123 129 128 147 

１歳児 
公立 （人） 303 276 285 259 263 

私立 （人） 203 192 192 211 216 

２歳児 
公立 （人） 392 433 425 399 365 

私立 （人） 241 250 240 280 290 

合計 
公立 （人） 792 841 837 805 763 

私立 （人） 551 565 561 619 653 

総合計 （人） 1,343 1,406 1,398 1,424 1,416 

資料：子育て支援課 
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（障害児保育※・ふれあい保育※の通所（園）の状況） 

 
平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

障害児保育 
公立 （人） 11 12 12 13 16 

私立 （人） 9 5 7 6 13 

ふれあい保育 
公立 （人） 32 26 27 28 32 

私立 （人） 6 6 7 6 16 

合計 
公立 （人） 43 38 39 41 48 

私立 （人） 15 11 14 12 29 

総合計 （人） 58 49 53 53 77 

資料：子育て支援課 

 

 

 

 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※障害児保育……障がいのある子どもの健全な社会性の成長発達を促進するため、保育に欠ける障がいのある子

どもを保育所（園）にて健常児とともに集団保育する。 

※ふれあい保育…中軽度の障がいのある子どもの健全な社会性の成長発達を促進するため、保育に欠ける障がい

のある子どもを保育所（園）にて健常児とともに集団保育する。 
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（８）坂井市の子育て支援事業の状況 

延長保育事業は、各年で延べ２万人前後の利用がみられます。 

 

■延長保育事業の状況 

      平成21年度 平成 22年度 平成23年度 平成 24年度 平成 25年度 

公立 利用延べ人数 （人） 8,218 8,153 8,969 8,828 8,246 

私立 利用延べ人数 （人） 12,458 11,064 9,913 12,236 13,171 

合計 利用延べ人数 （人） 20,676 19,217 18,882 21,064 21,417 
 

資料：子育て支援課 

 

一時預かり事業の状況をみると、保育所（園）における一時預かりは年間延べ

1,000 人前後の利用に対し、地域密着型一時預かりの利用者数が各年大きくのびて

います。 

 

■一時預かり保育事業の状況 

（保育所（園）における一時預かり） 

      平成21年度 平成 22年度 平成23年度 平成 24年度 平成 25年度 

公立 利用延べ人数 （人） 412 292 130 192 93 

私立 利用延べ人数 （人） 635 566 868 675 993 

合計 利用延べ人数 （人） 1,047 858 998 867 1,086 

 

（地域密着型施設※における一時預かり） 

      平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

利用延べ人数 （人） 685 1,596 1,793 

※地域密着型一時預かりは、平成 23年７月から開始 

（すみずみ子育てサポート事業【一時預かり・生活支援】） 

  平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成 25年度 

利用延べ人数 （人） 1,537 1,387 1,394 1,809 1,971 

※平成 21，22年度は１か所、平成 23年度以降は２か所で実施 
 

資料：子育て支援課 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※地域密着型施設…地域子育て支援拠点や駅周辺等、利便性の高い施設のこと。坂井市では、地域子育て支援拠

点事業を委託している１か所の施設で一時預かりを実施している。 
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 その他各種事業の実施状況をみると、病児保育事業の利用者数の増加が顕著となっ

ています。利用ニーズを的確に把握したうえで、受け入れられるように体制を整備し

ていくことが重要です。 

 

■病児保育事業の状況 

  平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

利用延べ人数 （人） 263 268 962 1,293 1,395 

※平成 21、22年度は１か所、平成 23年度以降は２か所で実施 

■病後児保育事業の状況 

  平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

利用延べ人数 （人） 223 208 333 288 357 

※平成 21、22年度は１か所、平成 23年度以降は２か所で実施 

■体調不良児保育事業の状況 

  平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

利用延べ人数 （人） 379 435 320 355 0 

※平成 25年度は看護師の配置ができなかったため実施なし 

■子育て短期支援事業（ショートステイ）の状況 

  平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

利用延べ人数 （人） 0 11 31 17 13 

※平成 25年度は看護師の配置ができなかったため実施なし 

■放課後児童クラブの状況 

  平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

公

立 

クラブ数   18 22 23 24 26 

児童数 （人） 865 790 802 733 920 

民

間 

クラブ数   9 9 10 9 7 

児童数 （人） 390 311 354 320 267 

合

計 

クラブ数   27 31 33 33 33 

児童数 （人） 1,255 1,101 1,156 1,053 1,187 

※各年４月 1日現在 登録者数 

■児童館利用の状況 

  平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

月平均利用者数 （人） 6,088 6,209 5,702 5,570 5,661 

 

資料：子育て支援課 
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■子育て支援センターの状況 

  平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

月平均利用者数 （組） 1,421 1,561 1,319 1,351 1,236 

※平成 25年４月に１か所閉鎖 

■つどいの広場事業の状況 

  平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

月平均利用者数 （組） 380 472 663 789 907 

※平成 21、22年度は２か所、平成 23年度以降は３か所で実施 

 

資料：子育て支援課 
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■小学校の状況

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（校） 20 20 20 20 20

（学級） 230 230 233 230 229

（人） 392 389 375 367 365

（人） 57 80 72 53 54

（人） 6,025 5,924 5,764 5,613 5,521

１年生 （人） 881 937 889 883 882

２年生 （人） 1,060 880 939 884 885

３年生 （人） 961 1,060 885 939 884

４年生 （人） 1,029 964 1,057 882 938

５年生 （人） 1,049 1,028 970 1,056 871

６年生 （人） 1,045 1,055 1,024 969 1,061

資料：学校教育課（各年５月１日現在）

出典：福井県学校基本調査

学校数＜休校含む＞

学級数

教員数

職員数

児童数計

（９）小学校の状況 

現在坂井市には 19 の小学校（平成 26年４月に 1校廃校）があり、教員数と児童

数にはゆるやかな減少がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）地区別にみる子育て支援施設の配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：子育て支援課（平成 26 年４月１日現在） 
 

坂井地区 

保育所（園）（公立） ２ 地域子育て支援 
拠点事業実施施設 

１ 
保育所（園）（私立） ４ 

幼稚園（公立） １ 児童館 ６ 

小学校 ４ 放課後児童クラブ ６ 

 

三国地区 

幼保園  （公立） ４ 地域子育て支援 
拠点事業実施施設 

１ 
保育所（園）（私立） ３ 

幼稚園（公立） １ 児童館 １ 

小学校 ５ 放課後児童クラブ ５ 

 

春江地区 

保育所（園）（公立） ６ 地域子育て支援 
拠点事業実施施設 

２ 
保育所（園）（私立） ２ 

幼稚園（公立） ４ 児童館 １ 

小学校 ４ 放課後児童クラブ ８ 

 

丸岡地区 

幼保園  （公立） ７ 地域子育て支援 
拠点事業実施施設 

２ 
保育所（園）（私立） ５ 

幼稚園（私立） １ 児童館 ６ 

小学校 ６ 放課後児童クラブ 14 
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20.0 

18.3 

34.5 

34.8 

29.5 

30.9 

15.0 

16.0 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,504）

小学生児童

（N=531）

三国町 丸岡町 春江町 坂井町 不明・無回答

26.9 

50.3 

18.2 

2.8 

0.5 

1.3 

0% 20% 40% 60%

１人

２人

３人

４人

５人

不明・無回答

就学前児童（N=1,504）

18.1 

54.4 

23.2 

4.1 

0.2 

0.0 

0% 20% 40% 60%

１人

２人

３人

４人

５人

不明・無回答

小学生（N=531）

２ アンケート調査結果の概要 

 

（１）回答者の状況 

 回答者の居住地区をみると、就学前児童・小学生ともに丸岡町が最も多く、坂井町

が少なくなっています。各世帯での子どもの数は、就学前児童・小学生ともに「２人」

が多くなっています。 

 

 

■回答者の居住地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■世帯における子どもの数 
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30.1 

17.6 

2.7 

17.0 

29.5 

2.3 

16.4 

46.7 

42.5 

3.3 

9.3 

5.8 

5.6 

4.8 

44.4 

6.4 

3.1 

0.0 

1.5 

20.6 

14.5 

2.2 

10.2 

24.5 

1.8 

5.9 

41.0 

46.3 

3.9 

10.0 

5.5 

3.3 

2.9 

37.3 

3.7 

1.4 

3.7 

5.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

42.4 

35.0 

8.4 

16.2 

30.5 

2.9 

22.6 

31.0 

21.6 

2.5 

8.8 

5.3 

4.9 

4.7 

41.9 

7.5 

5.6 

0.0 

1.5 

34.9 

31.6 

7.9 

16.3 

31.6 

2.8 

18.7 

33.1 

27.4 

2.1 

9.0 

6.9 

4.8 

3.3 

40.0 

6.5 

4.4 

5.0 

3.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

平成21年度 平成25年度

特にない

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもとの時間を十分にとれないこと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

子どもの教育に関すること

子どもの友だちづきあい（いじめなどを含む）に関すること

登園拒否・不登校などの問題について

子育てに関しての配偶者・パートナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場等まわりの見る目が気になること

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって、子どもにを手をあげたり、世話をしなかったりしてしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容や利用・申込方法がよくわからないこと

その他

14.0

17.9 

70.8

70.8 

15.2

11.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

平成25年度

ある 多少ある ない

19.2 

16.4 

67.5 

71.9 

13.2 

11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

平成25年度

ある 多少ある ない

（２）子育ての不安や悩みについて 

 前回計画策定時の調査と比較してみると、就学前児童では、「ある」と答えた割合

が高く、小学生では低くなっています。不安や悩みの内容をみると、就学前児童では、

「育児の方法」や「病気や発育・発達に関すること」など、保護者自身の対応に関す

る不安が比較的多く、小学生では「教育」や「友だちづきあい」など子ども自身の育

ち方に関する不安が多くなっています。 

■子育ての不安や悩みの有無×経年比較 

（就学前児童）                          （小学生） 

 

 

 

 

 

 

 

■子育ての不安や悩みの内容×経年比較 

（就学前児童）        （小学生）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明・無回答は除いています。 

※不明・無回答は除いています。 
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37.8 

0.7 

46.5 

0.7 

14.3 

89.1 

1.4 

9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【母 親】

【父 親】

就学前児童（N=1,504）

働いていなかった 取得した（取得中である）

取得していない 不明・無回答

30.9

36.3

8.8

8.7

28.7

32.4

0.0

2.4

30.4

19.1

1.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

平成25年度

フルタイム

フルタイム【現在、産休・育休・介護休業中】

パート・アルバイト等

パート・アルバイト等【現在、産休・育休・介護休業中】

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

41.8 

47.6

1.4 

1.7

40.2 

38.2

0.0 

0.6

14.7 

10.6

1.8 

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

平成25年度

フルタイム

フルタイム【現在、産休・育休・介護休業中】

パート・アルバイト等

パート・アルバイト等【現在、産休・育休・介護休業中】

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

20.0 

11.2 

7.9 

9.8 

0.9 

10.2 

7.9 

0.0 

9.8 

29.3 

15.3 

11.2 

1.4 

1.4 

13.5 

5.1 

29.4 

28.8 

0.4 

2.9 

3.3 

23.3 

2.9 

33.7 

27.4 

0.1 

7.2 

0.1 

2.4 

0.0 

4.7 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40%

母親（N=215）
父親（N=1,340）

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

不明・無回答

その他

（３）保護者の就労状況 

 前回計画策定時の調査と比較してみると、就学前児童、小学生でどちらも、何かし

らの形で就労している割合が高くなっています。特に小学生の母親は、半数近くがフ

ルタイムで働いています。就学前児童の保護者の育休取得状況をみると、女性は半数

弱の方が取得している一方で、男性は 0.7％に留まっています。 

 

■母親の就労状況×経年比較 

（就学前児童）                              （小学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■育児休業の取得状況                  ■育児休業を取得しなかった理由 
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16.7 

6.5 

76.5 

4.1 

0.2 

0.5 

0.8 

0.4 

0.2 

0.8 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サービス・クラブ

その他

不明・無回答

就学前児童（N=1,162）

32.2 

16.7 

62.5 

16.6 

5.7 

2.3 

4.1 

1.7 

0.1 

1.3 

3.0 

0.9 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育室

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サービス・クラブ

その他

不明・無回答

就学前児童（N=1,504）

29.7

27.6

32.5

27.5

40.7

26.9

23.3

22.2

19.5

12.1

20.2

22.0

25.4

25.6

23.5

28.9

27.2

26.8

24.6

22.6

21.0

20.5

11.7

23.0

24.0

31.9

31.6

33.7

31.4

37.2

28.1

40.4

38.2

47.8

49.0

61.6

50.3

45.0

34.9

11.0

12.5

6.2

6.9

3.6

7.4

13.1

7.5

9.3

13.0

5.8

7.8

6.3

2.0

2.6

1.1

1.2

0.7

0.7

2.8

1.5

1.7

1.6

0.7

1.2

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・環境（園舎・園庭・玩具など）

職員等の配置状況（人員体制）

子どもへの接し方・日常の遊び（保育内容）

行事（保育参観・運動会など）

食事

病気やケガの時の対応

保護者への情報伝達

悩みごとなどへの相談対応

保護者の要望・意見への対応

利用者間のネットワークづくり

安全対策

衛生対策

全体的な印象

大変満足 やや満足 普通 やや不満 大変不満

34.8

34.9

37.0

35.8

43.6

32.5

25.7

26.1

20.6

12.1

23.4

25.2

29.8

24.2

25.0

32.5

29.8

27.7

25.9

27.7

25.1

25.2

14.3

26.5

25.3

35.0

26.6

32.0

24.5

26.3

24.8

35.0

34.2

42.9

45.8

62.6

45.8

43.5

29.3

12.5

6.7

5.8

7.2

3.6

5.8

10.9

5.3

6.9

9.8

4.0

5.3

5.0

1.8

1.5

0.3

1.0

0.3

0.8

1.6

0.6

1.6

1.2

0.3

0.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（４）就学前保育施設の利用状況（就学前児童） 

 今後の利用希望では、幼稚園、幼稚園の預かり保育、認可保育所、認定こども園の

回答が高くなっています。就学前施設に関しての満足度について前回の調査と比較し

てみると、すべての項目において、「満足」（「大変満足」と「やや満足」の合計）と

いう回答に増加がみられます。今後もより一層満足度を高められるよう取り組みを進

めていく必要があります。 

■現在の利用状況                        ■今後の利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■就学前施設に対する満足度×経年比較 

（平成 21年度）             （平成 25年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

※ 

※ファミリー・サービス・クラブ：すみずみ子育てサポート事業の派遣型を実施している事業所です。 
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25.9 

29.4 

28.2 

30.6 

25.9 

21.2 

14.1 

16.5 

5.9 

12.9 

14.1 

16.5 

17.6 

15.3 

20.0 

16.5 

17.6 

16.5 

14.1 

10.6 

17.6 

12.9 

25.9 

24.7 

23.5 

21.2 

31.8 

29.4 

38.8 

42.4 

45.9 

38.8 

41.2 

5.9 

3.5 

8.2 

3.5 

0.0 

8.2 

5.9 

2.4 

11.8 

7.1 

7.1 

3.5 

2.4 

1.2 

1.2 

2.4 

1.2 

2.4 

2.4 

2.4 

1.2 

1.2 

22.4 

22.4 

23.5 

23.5 

23.5 

22.4 

22.4 

22.4 

23.5 

22.4 

23.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・環境

職員等の配置状況（人員体制）

子どもへの接し方

日常の遊び（活動・保育内容）

病気やケガの時の対応

保護者への情報伝達

悩みごとなどへの相談対応

保護者の要望・意見への対応

利用者間のネットワークづくり

安全対策

衛生対策

小学生（N=85）

大変満足 やや満足 普通 やや不満 大変不満 不明・無回答

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

合計 １年生

(N=91)

２年生

(N=74)

３年生

(N=101)

４年生

(N=132)

５年生

(N=128)

６年生

(N=2)

（％）

自宅 祖父母宅や友人・知人宅
習い事 スポーツ少年団
児童館 放課後児童クラブ
その他

（５）放課後児童クラブの利用状況（小学生） 

 小学生の放課後の過ごし方についてみると、放課後児童クラブは１年生から４年生

まで利用がみられますが、学年があがるごとに減少しています。 

放課後児童クラブ利用者のサービスの満足度についてみると、日常の遊びや職員の

配置、子どもへの接し方等、放課後児童クラブの日常的な活動に対する満足度が高く

なっています。利用者間のネットワークづくりや相談対応等のサポート面、安全対策

や衛生対策等の整備面に関する安心感等についても、今後満足度を高めていくことが

大切です。 
 

■放課後の過ごし方×学年別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■現在の放課後児童クラブ利用者の満足度 
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15.3 

70.9 

53.0 

13.0 

8.8 

0.5 

0.1 

0.5 

1.8 

7.5 

51.9 

37.0 

11.4 

0.3 

0.0 

0.3 

8.4 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80%

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サービス・クラブを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

就学前児童（N=921） 小学生児童（N=308）

34.1 

14.2 

65.3 

82.8 

0.6 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=666）

小学生児童

（N=169）

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

不明・無回答

64.8 

68.7 

4.0 

1.3 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80%
就学前児童（N=227）

幼稚園・保育所（園）等に併設した

施設で子どもを保育する事業

小児科に併設した施設で子どもを

保育する事業

ファミリー・サービス・クラブ等、地域

住民が子育て家庭の身近な場所で

保育する事業

その他

不明・無回答

（６）病児・病後児保育について 

 子どもが病気やケガをして、保育所（園）・幼稚園・小学校等に通うことが出来な

くなった際の対応についてみると、「母親が休んだ」が就学前児童、小学生ともに最

も高くなっています。その中では、「できれば病児・病後児保育施設等を利用したい」

という声も挙げられています。「幼稚園や保育所（園）等に併設」や「小児科に併設」

した形態を希望する回答が多くありました。 

 

■過去１年間で子どもが病気やケガをした時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■病児・病後児保育の希望する形態（就学前のみ） 

 ■（父親か母親が休んだと回答した方のうち） 

病児・病後児保育施設を利用したいと思ったか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 19 

35.8

35.9

33.7

34.1

43.6

8.6

7.6

8.9

8.8

8.9

32.0

33.2

32.8

31.2

29.3

2.3

1.3

3.5

2.9

0.0

18.9

19.3

19.3

20.1

16.0

1.1

1.7

1.2

1.1

0.0

1.3

1.0

0.8

1.8

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

坂井市

三国地区

丸岡地区

春江地区

坂井地区

フルタイム
フルタイム【現在、産休・育休・介護休業中】
パート・アルバイト等
パート・アルバイト等【現在、産休・育休・介護休業中】
以前は就労していたが、現在は就労していない
これまで就労したことがない
不明・無回答

39.7 

36.2

42.8

45.8

27.6

35.9 

37.9

35.6

29.8

48.0

20.3 

22.3

19.3

20.8

20.4

3.0 

3.7

2.3

2.9

4.0

1.1 

0.0

0.0

0.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

坂井市

三国地区

丸岡地区

春江地区

坂井地区

親と同居 親・祖父母と同居

親と同居し、祖父母と近居 その他

不明・無回答

（７）地区別にみる坂井市の状況（就学前児童） 

同居・近居の状況をみると、春江地区では核家族の割合が高く、坂井地区では３世

代の同居の割合が高いなど、世帯の構成が地区によって異なることがわかります。 

また、母親の就労状況をみると、３世代の同居の割合が最も高い坂井地区では、フ

ルタイムで働く女性の割合が最も高くなっています。 

地区ごとに異なる状況を考慮し、きめ細やかな子育て支援を考えていく必要があり

ます。 

■子どもの同居・近居の状況×地区別 
 

就学前児童（N=1,504） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■母親の就労状況×地区別 

就学前児童（N=1,504） 
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３ 目標事業量に対する達成状況 

前回計画の「特定事業に関する目標事業量」に対する最新の実績は以下のとおりで

す。 

 

事業名 事業内容 
目標 

（平成 26 年度） 
実績 

（平成26年度見込） 

①通常保育事業 
（市内全保育所
（園）定員数） 

保護者の就労や疾病などにより、家庭での
保育ができない子どもを保護者に代わって
保育し、豊かな人間性を育み、健全で調和
のとれた子どもを育成するために、保育所
（園）の適正な運営を行う。 

箇所 32 31 

定員 3,390 人 3,465 人 

②特定保育事業 

保護者の勤務形態により１ヶ月あたり概ね
64 時間以上当該児童を保育することができ
ないと認められる場合、必要に応じ保育を
実施する。 

設置
箇所 

２ ２ 

定員 25 人 
実人数 
０人 

③延長保育事業 
保護者の保育時間のニーズに合わせて保育
時間の延長を実施する。 

設置
箇所 

30 30 

定員 300人 
実人数 
203人 

④トワイライト 
ステイ事業 

保護者の疾病・出産・看護・事故・災害等
で、児童の養育が困難になった場合、夜間
に一時的に預けることができる体制を整備
する。 

箇所 ２ ３ 

⑤休日保育事業 
就業形態の多様化に対応するため、休日保
育の実施を検討する。 

設置
箇所 

１ ０ 

定員 60 人 0 人 

⑥病児・病後児童
保育事業 

保育所（園）通所児童等が病気の回復期に
集団保育が困難な期間、個別の保育を必要
とする子どもを保育する。 

設置
箇所 

病児：２ 
病後児：２ 

病児：２ 
病後児：３ 

定員 
病児：８人 
病後児：８人 

病児：８人 
病後児：11人 

⑦放課後児童健
全育成事業 

昼間、保護者のいない小学生を学校で放課
後に預かり、健全で充実した生活が送れる
よう遊びの指導や生活指導などを行う。 

設置
箇所 

33 クラブ 
29 か所 

33 クラブ 

定員 1,400 人 1,277 人 

 



 21 

 

事業名 事業内容 
目標 

（平成 26 年度） 
実績 

（平成26年度見込） 

⑧地域子育

て支援事業 

ひ
ろ
ば
型 

保育所（園）等の地域の施設を利用して、

子育て中の親などが気軽に集い、うち解け

た雰囲気の中で語り合う事で、精神的な安

定感をもたらし、問題解決への糸口となる

機会を提供する。 

箇所 2 3 

セ
ン
タ
ー
型 

子どもと家庭を支援するネットワークを

構築し、子育てに関する総合的な相談に対

応する。内容によっては、地域へ出かけて、

保健センターや保育所（園）等の専門機関

と連携して対応する。 

設置

箇所 
4 3 

⑨一時預かり事業 

病気等の緊急時や就労等で一時的に家庭

での保育が困難な場合、保育所（園）等に

おいて一時的に子どもを預かり保育する。 

設置

箇所 
10 14 

延人

数／年 
1,900 人 2,120 人 

⑩ショートステイ 

 事業 

保護者の疾病・出産・看護・事故・災害等

で、児童の養育が困難になった場合一時的

に預けることができる体制を整備する。 

箇所 2 3 

⑪ファミリー・ 

 サポート・ 

 センター事業 

地域の中でお互いに助け合いながら子育

てをする会員組織相互援助活動の実施を

目指す。 

箇所 1 0 
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４ 各施策目標の達成状況 

前回計画の策定時に、各事業に対して設けた目標値を一部抜粋し掲載しています。

最新の実績値からみる達成状況は以下のとおりです。 

（１）保健・医療の充実 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

パパママレッスン 
（両親学級） 

妊娠・出産・育児の正しい
知識取得を図り、親として
の自覚を促す。（父親の育
児参加・夫婦の育児協力を
啓発する） 

19％ 25％ 
25.8％ 

（平成 25年度実績） 
◎ 

乳児健診 
発達段階に合わせて健康診
査を行い、乳児の健康管理
を図る。 

２回 
（４ヶ月児、 
９・10ヶ月児健診） 

３回 
（１ヶ月児健診追加） 

３回 ◎ 

５～６ヶ月児 
育児相談 

育児不安や悩み解消を図
り、乳児の発達段階に応じ
た育児ができるよう支援す
る。 

86％ 100％ 
83.8％ 

（平成 25年度実績） 
△ 

任意予防接種の 
助成 

予防接種の助成による接種
率の向上を図る。 
 
①インフルエンザ 
②おたふく 
③ヒブ 
④小児用肺炎球菌 
⑤子宮頸がん 

新規事業 
助成額/件 

 
①  2,000円 
②  2,000円 
③  8,000円 
④  10,000円 
⑤  15,000円 

- 

①3,188件（65.7％） 
② 744件（43.0％） 
③3,354件（79.3％） 
④3,205件（79.3％） 
⑤ 112件（7.9％） 
（H25年度実績） 

（）内接種率 

※③～⑤は、定期予防接種として

実施。⑤は、平成25年６月か

ら接種勧奨差し控え中 

－ 

里帰り出産に 
対する妊婦乳児 
健診助成 

県外医療機関で受診した健
診の費用助成することで経
済的負担を軽減し、母子の
健康管理を図る。 
 
①妊婦健診 
②乳児健診 

新規事業 
平成 22年度から実施 

- 
①47件 
②35件 

（平成 25年度実績） 
－ 

AEDの設置 

小、中学校・保育所（園）・
公民館等、公共施設をはじ
めとした市内各所へ AEDを
設置する。 

45箇所 107箇所 
101箇所 

必要な施設に設置完了 
◎ 

 

（２）「食育の推進」 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

学校給食における 
個別アレルギー 
対策 

個々のアレルギーに対応し
た給食の代替食の提供が出
来る地区を増やす。 

丸岡地区 全地区 
丸岡地区 
春江地区 
坂井地区 

○ 

食育出前講座 

市栄養士と食生活改善推進
員が幼稚園や保育所（園）
等に出向き調理実習を実施
する。 

年 10回 継続実施 
年 15回実施 

（平成 25年度実績） 
◎ 

 

【◎=目標達成 ○=改善 △＝改善できず】 
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（３）学校教育活動の充実 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

小学校・ 
中学校の整備 

施設整備を計画的にすすめ
る。 

- 
【小】19校中 14校 
【中】 ５校中 ４校 

【小】14校中 ９校 
【中】 ４校中 ３校 

○ 

学校司書配置事業 
司書教諭の全学校での配置
を目指す。 

23校 24校 

司書教諭配置 
【小】16校 
【中】 ５校 
司書配置 
【中】 ５校 

△ 

幼稚園３年保育
の検討・推進 

幼稚園での３年保育実施園
数の増加を図る。 

６園 14園 ８園 ○ 

 

（４）特別な支援を要する子どもへの支援体制の推進 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

保育カウンセラー
事業 

保育カウンセラーからの適
切な指導を受けることがで
きる体制の整備を推進す
る。 

新規事業 
平成 22年度から実施 

25園 
・園訪問 33園 
・子育て支援拠点施設 

訪問５箇所 
◎ 

学級支援員配置
事業 

障がいのある子どもや気が
かりな子どもが安全・安心
に学校生活を過ごせるよう
に支援員を配置する。 

32名 
学級支援員等 

- 
58名 

学級支援員等 
○ 

 

（５）多様な活動の機会の提供 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

青少年健全育成
事業 

青少年育成坂井市民会議を
中心として、広く市民の総
意を結集し、次代を担う青
少年の健全な育成を図る。 

111事業 115事業 
113事業 

（平成 25年度実績） 
○ 

放課後子ども教
室事業 

公民館を利用した放課後子
ども教室の実施数の増加を
図る。 

19教室 26教室 
25教室 

（平成 25年度実績） 
○ 

放課後児童クラ
ブ事業 

利用ニーズが増加している
ため、これに応えるための
施設面の整備と受け入れ態
勢の充実を図る。 

31クラブ 33クラブ 33クラブ ◎ 

スポーツ少年団
事業（62団体） 

多様なスポーツの紹介を行
い、団員数の増加を図る。 

1,838人 1,900人 
1,844人 

（平成 25年度実績） 
○ 

家庭教育推進 
（子育て講演会）
事業 

子育て講演会の実施校を増
やす。 

15校 19校 
15校 

（平成 25年度実績） 
△ 

心の家庭教育 
支援事業 

家庭の教育力向上のため、
「坂井市家庭教育支援チー
ム」による子育て支援を開
催する学校区を増やす。 

１校 ４校 
14校 

（平成 25年度実績） 
◎ 

子どもの読書 
活動推進事業 

おはなし会参加人数の増加
を図る。 

2,426人 3,100人 
3,160人 

（平成 25年度実績） 
◎ 
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（６）次世代の親に向けての教育 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

成人式事業 
新成人の門出を祝うととも
に、次世代の親としての意
識を啓発する。 

参加率 
82.5％ 

参加率 
90％ 

参加率 
80.9％ 

（平成 25年度実績） 
△ 

思春期教室 
助産師や医師による性教育
や命の大切さについての講
義を開催する。 

５回実施 継続実施 
９回実施 

（平成 25年度実績） 
○ 

 

（７）子育て家庭に対する経済的支援の充実 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

子育てすくすく
支援商品券支給
事業 

多子世帯における経済的負
担の軽減、市内事業者や商
店の経済活性化を図る。 

新規事業 
平成 23年度から実

施 

交付率 
100％ 

交付率 
100％ 

○ 

子ども医療費 
助成事業 

医療費の一部を助成するこ
とにより、保護者の経済的
負担の軽減を図る。対象年
齢の引き上げを検討する。 

未就学児対象 
対象を小６まで 

引き上げ 
中３まで完全実

施 
◎ 

 

（８）保育サービスの充実 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

公立保育所民営
化事業 

保護者への説明や、理解を
得ることなど住民意識をふ
まえた上で事業を推進す
る。 

私立 11箇所 私立 16箇所 私立 14箇所 ○ 

幼保一元（こど
も園）化事業 

少子化により公立幼稚園の
中に少人数学級の園がある
ことや施設の老朽化が進ん
でいることから、保育所
（園）・幼稚園における幼
児教育の一元的推進を図
る。 

５箇所 20箇所 ８箇所 ○ 

 

（９）男女がともに子育てを担う 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

父親の子育て 
推進事業 

父親が集まって子育てにつ
いての情報交換できる機会
を設ける。 

新規事業 － 

年４回 
（平成 25年度実

績） 
 
パパママレッス
ンと同時実施 

◎ 

 

 

 

 

 

 



 25 

（10）活動拠点の充実 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

公民館活動事業 
利用者数 

地域住民の理解と協力・利
用をより充実させる。 

347,440人 349,808人 
416,304人 

（平成25年度実績） 
◎ 

スポーツ施設の 
整備 

老朽化が進んだ施設につい
ては改修を行う。 

整備対象 
６施設あり 

６施設すべて整備 
平成 22年、 
平成 23年に 
１か所ずつ改修 

○ 

児童館活動事業 

地域の児童に健全な遊び場
として開放し、健康の増進、
豊かな情操を育む。子ども
会などの諸団体と連携し、
地域における健全育成活動
の拠点となるよう進める。 

14児童館 
月平均利用者数 

6,088人 
（平成21年1月～12月） 

14児童館 

14児童館 
月平均利用者数 

5,661人 
（平成25年1月～12月） 

△ 

 

（11）安全なまちづくり 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

交通指導員の配
置指導員数 

適切な指導員数の設置をす
る。 

60人 64人 56人 △ 

防犯パトロール
支隊数 

警察や地域住民との連携の
もとで防犯隊員数の増加を
図る。 

19支隊 
195人 

21支隊 
210人 

210人 ◎ 

愛護センター事業 
専任補導員による巡回点検
や訪問を実施する。 
（延べ執務回数） 

1,163回 1,200回 
1,350回 

（平成 25年度実
績） 

◎ 

 

（12）地域に暮らす市民のネットワーク形成 

事業名 内容 平成21年度実績 平成26年度目標 平成26年度実績見込み 評価 

ファミリー・ 
サポート・ 
センター事業 

地域の中でお互いに助け合
いながら子育てをする会員
組織相互援助活動の実施を
目指す。 

新規事業 １か所 

すみずみ子育てサ
ポート事業（派遣
型）で対応してい
るため、実施なし 

△ 

協働のまちづく
り事業への助成 

まちづくり協議会に対する
財政的な支援を強化する。 

交付金の額 
30,250千円 

予算額 
46,600千円 

46,400千円 ◎ 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 子ども・子育ての基本理念 

これまでの子育て支援施策は、保護者による「子育て」を支援することを目的とす

るものが主となっていました。今回、平成 27 年度からの新制度施行にあたり、国か

ら提示されている基本指針においては、「子どもの最善の利益」が実現される社会が

めざされています。今後は一層、「子どもにとっての幸せ」という視点を強化し、施

策を展開していくことが求められます。 

 

「みんなが『笑顔』で暮らせるまち」をめざす坂井市では、子どもの笑顔を育んで

いくことが「子どもにとっての幸せ」の実現につながると考えます。家庭や地域の人々

が子育てを楽しむことによって、その笑顔が子どもをいきいきと育てます。そしてそ

の子ども自身が笑顔で育つことで、未来の坂井市の魅力と活気につながっていきます。

笑顔であふれる坂井市をめざし、以下の基本理念を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

坂井市では、市民と市とが自治の主体としてともに考え、ともに行動する協働のま

ちづくりを推進していくため、「坂井市まちづくり基本条例」を施行しています。ま

た、平成 26 年度から『人口減少対策本部』を設置し、「人口減対策」と「選ばれる

都市づくり」を柱に、定住促進や少子高齢化対策を進め、また若者に対して市の魅力

を発信するため、施策検討を進めています。 

 

子どもたちが笑顔で健やかに成長し、家庭も、まちも笑顔になることをめざすとと

もに、子どもたちが坂井市で育ったことを誇りに思い「自分も坂井市で子育てがした

い」と思えるまちをめざし、地域全体、まち全体で、子ども・子育てを支援します。 

笑顔が育てる 
笑顔で育つ 

未来を担う坂井っ子  
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２ 基本的視点 

本計画では、基本理念に基づき計画を具体的に推進していくため、基本的視点を以

下のとおり定めます。基本的視点は、前回計画における考え方に、子ども・子育て支

援法のかかげる考え方などを取り入れていくものとします。 

 

 

基本的視点I 子どもが笑顔で育つまち 

 

 子どもの心身の健全な発達・育成のため、成長段階に沿った教育・保育を提供し、

総合的に支援していくことが大切です。また、子どもの健康を守るため、健診・医

療の充実や食育の推進を図ります。 

 

 

基本的視点Ⅱ 家庭が笑顔で育つまち 

 子どもの生活や成長を一番近くで支える家庭も、生活に喜びや幸福を感じながら

子どもとともに成長していくことが大切です。 

子育ての第一義的責任を担う保護者の「子育て力」の向上をめざし、子育てに関

する学びの場・交流の場の提供、男女が協力し合って子育ての喜びを共有するとい

う意識の醸成、ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発が求められます。さらに、

特別な支援が必要な家庭については、きめ細やかな支援の実施が重要です。 

 

 

基本的視点Ⅲ 地域が笑顔で育つまち 

 

 地域において子どもがのびのび成長するためには、安心して遊んだり、安心して

通園・通学したりできる環境が必要です。幼稚園や保育園、学校、地域などの関係

機関が連携し、地域全体で交通安全や防犯について配慮していくことも重要です。 

 また、市民が子育て支援にかかわることのできる機会を提供し、子育てを通じて

地域全体が成長できるまちをめざします。 
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３ 施策の体系 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向 基本目標 基本的視点 基本理念 

笑 

顔 

が 

育 

て 

る 
 

笑 

顔 

で 

育 

つ 
 

未 
来 

を 

担 

う 

坂 

井 

っ 

子 

 

Ⅰ 

子どもが 

笑顔で 

育つまち 

 

 

Ⅱ 

家庭が 

笑顔で 

育つまち 

 

Ⅲ 

地域が 

笑顔で 

育つまち 

(1)子どもの成長を

支える教育・ 

保育の提供 

(2)子どもの健康を

支える保健・医

療・食育の充実 

①幼児期の教育・保育の体制整備 

 
②子育て支援事業の充実 

②食育の推進 

①保健・医療の充実 

(1)家庭における 

子育て力の向上 

(2)子育てと 

仕事の両立支援 

①親育ちへの支援 

②相談体制の充実 

②雇用の促進・就労の支援 

①働き方の見直し・啓発 

 

(3)特別な支援を必要

とする家庭への対

応体制の整備 ②虐待防止への支援 

①専門的支援の充実 

(1)安心・安全の 

まちづくり 

(2)市民ネットワークの

形成 
①世代を超えた市民の交流の場の充実 

 

(4)経済的支援の充実 

③情報提供 

②医療費助成の充実 

 
③その他経済的負担の軽減 

 

③就学後の教育・保育の充実 

①各種手当の充実 

 

②犯罪や事故等の防止・啓発 

①施設等の環境整備 
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第４章 基本施策の展開 

１ 子どもが笑顔で育つまち 

 

現状と課題 

 

国では、平成 24 年８月、子ども・子育てをめぐるさまざまな課題を解決するため

に、「子ども・子育て支援法」をはじめとする子ども・子育て関連３法が成立しました。

これに加え、平成 27 年度までの時限立法であった「次世代育成支援対策推進法」が

さらに 10年間延長されることが決まりました。各市町村には、あらゆる面において、

子どもと子育てを、質と量の両面から支援していく体制の整備が求められています。 

 

坂井市はこれまでも、子育てをしながら働く女性が増え、保育の必要性が高くなっ

ているなかで、子育てしやすいまちをめざして保育の充実に力を入れてきました。ア

ンケートの自由回答では、子育て支援の充実に感謝している、や、今後も期待してい

る、との声が多く、保育の充実を図ってきた成果がみられます。 

 

一方でアンケートからは、すべての子どもにサービスを受ける機会を平等に与えて

欲しい、という声も多くみられました。また保育所（園）児の保護者から、教育を受

けさせたい、という意向がみえるなど、保育の必要性だけでなく、教育に対するニー

ズも高まっています。今後は保護者の就労の有無に関わらず、すべての子どもたちが

平等な機会のもとで質の高い教育と保育を受けることができるよう、整備をすすめる

必要があります。一時預かりや延長保育、病児保育などについても、質・量の両面か

らのより一層の充実を図っていく必要があります。 

 

また、心身ともに元気な子どもが育つためには、健康面・医療面でのサポートも重

要です。坂井市は平成 26年 11月に「坂井市健康都市」を宣言し、その一つの柱と

して「次世代の健康づくり」を掲げています。妊娠・出産・育児を総合的にサポート

し、母子へのきめ細やかな支援を行うとともに、子どもに対する各種健診の充実や各

園・各学校での保健・健康に関する啓発、給食等を通じた食育の推進などに努め、子

どものころから、こころとからだの健康の基礎をつくることが重要です。 

 

坂井市で生まれ大きくなっていく子どもたちが笑顔ですくすくと育つまちを目指

し、“子どもが主役”という視点で、子育て支援の充実を図っていくことが大切です。 



 30 

（１）子どもの成長を支える教育・保育の提供 

 

保護者の就労意向の増大や就労形態、生活スタイルが多様化し、保育需要が拡大す

る中でも、量的な充実だけでなく、幼保小連携・幼保一元（こども園）化を含めた教

育・保育の質的な向上をめざします。 

 

①幼児期の教育・保育の体制整備 

番号 事業名 事業内容 担当課 

１ 
幼保一元（こども園）

化事業 

教育・保育の一体的提供により、保護者の就労等にか

かわらずすべての子どもたちが平等な機会のもとで幼

児期を過ごすことができるよう、幼保一元（こども園）

化整備計画をもとに事業を推進する。 

子育て支援課 

教育総務課 

２ 
幼稚園３年保育の 

推進 

幼保一元（こども園）化整備計画及び坂井市幼児教

育指針にもとづき、望ましい幼児教育のあり方につ

いて再編を図る。平成 25 年度から、３年保育の幼

保園の短時部として開園している。 

教育総務課 

学校教育課 

子育て支援課 

３ 
保育所（園）の運営 

（通常保育） 

保護者の就労や疾病などにより、保育が必要な子ど

もを保護者に代わって保育し、豊かな人間性を育

み、健全で調和のとれた子どもを育成するために、

保育所（園）の適正な運営を行う。 

子育て支援課 

４ 保幼小の連携の推進 

保育所（園）、幼稚園、小学校等が連絡を取り合え

る関係づくりを検討し支援する。各小学校区で作成

する保幼小接続カリキュラムを活用して連携・交流

を進める。 

学校教育課 

 

②子育て支援事業の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

５ 
乳幼児期における 

読書活動事業 

乳幼児期における本と出会う機会の充実を図るた

め、乳児を育む保護者に対して読書活動の重要性に

ついての啓発、情報提供を行うことを趣旨としたブ

ックスタート事業を行う。 

図書館 

６ 
子どもの読書活動 

推進事業 

子どもが自主的に読書に親しむ機会を提供するた

めの環境づくりと、読書活動への理解と関心を深め

る啓発、広報活動を実施する。 

図書館 

７ 
障害児保育事業の 

充実 

障がいがあってもより良い保育サービスを受けら

れるよう、内容の充実を図る。 
子育て支援課 
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番号 事業名 事業内容 担当課 

８ 
保育カウンセラー 

事業 

気がかりな子どもへの専門的な理解を深め、障害児

保育の推進とサポート支援体制の確立を図るため

保育カウンセラーを配置し、保育所（園）を巡回し

て保育士、保護者への支援にあたる。 

子育て支援課 

９ 障害児通所支援事業 

障がいのある子どもが専門的な施設等に通い、日常

生活における基本的な動作の指導および集団生活

への適応訓練・支援を受ける。 

子育て支援課 

10 
地域子育て支援 

拠点事業 

保健センターや保育所（園）等の専門機関と連携し

て、子ども同士が遊んだり、子育て中の親などが気

軽に集い、うち解けた雰囲気の中で語り合ったりす

る機会を提供する。また、子どもと家庭を支援する

ネットワークを構築し、子育てに関する総合的な相

談に対応する。 

子育て支援課 

11 
保育所（園）地域活

動事業 

保育所（園）において、地域の需要に応じた幅広い

活動を行う。 
子育て支援課 

12 
保育所（園）の一般

開放 

在宅児の親子に遊び場の提供や育児相談を実施す

る。 
子育て支援課 

13 延長保育事業 
保護者の保育時間のニーズに合わせて保育時間の

延長を実施する。 
子育て支援課 

14 休日保育事業 
就業形態の多様化に対応するため、休日保育の実施

を検討する。 
子育て支援課 

15 乳児保育事業 
保護者の就労条件等から産後８週からの入所を受

け入れる。 
子育て支援課 

16 
病児・病後児保育 

事業 

保育所（園）に通所する児童等が病気の回復期に集

団保育が困難な期間、個別の保育を必要とする子ど

もを保育する。 

子育て支援課 

17 

子育て短期支援事業 

(ショートステイ) 

(トワイライトステイ) 

保護者の疾病・出産・看護・事故・災害等で、児童

の養育が困難になった場合一時的に預けることが

できる体制を確保する。 

子育て支援課 

18 一時預かり事業 

病気等の緊急時や就労等で一時的に家庭での保育

が困難な場合、保育所（園）等において一時的に子

どもを預かり保育する。 

子育て支援課 

19 

すみずみ子育てサポ

ート事業の推進 

（施設型・派遣型） 

保護者が、疾病、事故、冠婚葬祭、就職活動、公的

行事参加などで、家庭で一時的に養育できない場合

に、一時預かりや家事手伝いなどを行う。 

子育て支援課 

20 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 

地域の中でお互いに助け合いながら子育てをする会員

組織相互援助活動について、ニーズに応じて検討する。 
子育て支援課 

21 
ひとり親家庭等 

日常生活支援事業 

ひとり親家庭の親の一時的な病気や技能習得のた

めの通学、就職活動、冠婚葬祭等により、日常生活

で困った時、育児や食事の世話等を行う家庭生活支

援員を派遣する。 

子育て支援課 
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番号 事業名 事業内容 担当課 

22 公立保育所民営化事業 
市民の多様な保育ニーズに対し、迅速・的確な保育サー

ビスを提供するため、民間の活力を導入する。 
子育て支援課 

23 
民間保育園 

施設整備補助事業 

民間保育園が行う対象児童の拡大、保育サービスの充実、

環境の整備のために行う施設整備に対して補助する。 
子育て支援課 

24 
児童福祉施設 

耐震化整備事業 

児童の大切な生命を預かっている保育所（園）等の

安全確保を行っていくために、老朽化した建物につ

いて、年次計画をたて順次、診断と整備を行う。 

子育て支援課 

25 里親制度の推進 
里親制度について広く住民に啓発し里親登録を推進す

るとともに、里親を支援していく体制を整備する。 
子育て支援課 

 

③就学後の教育・保育の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

26 
放課後児童クラブ 

事業 

昼間、保護者のいない小学生を学校等で放課後に預

かり、健全で充実した生活が送れるよう遊びの指導

や生活指導などを行う。 

子育て支援課 

27 
放課後子ども教室 

事業 

放課後や週末等に、地域の方々の参画を得て、学校・

公民館などを利用し子どもの居場所づくりを行う。 

生涯学習 

スポーツ課 

28 
「放課後子ども総合

プラン」の推進 

国の「放課後子ども総合プラン」の推進に伴い、放

課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的な提

供について検討をすすめる。 

子育て支援課 

生涯学習 

スポーツ課 

29 特別教育支援事業 

心身に障がいのある幼児及び児童・生徒の教育に関

して、総合的で科学的な判断を行い適正な就学指導

を図る。 

学校教育課 

30 学級運営支援事業 

障がいのある子どもや気がかりな子どもが安全・円

滑に学校生活を過ごせるよう、必要に応じ支援員を

配置する。 

学校教育課 

31 学校図書館支援事業 

政令で定める規模以下の学校においては司書教諭を

置かないことができると定められているが、学校図書

館運営の充実のため、各学校に司書教諭を配置するこ

とにより、児童・生徒の読書活動の推進を図る。 

学校教育課 

32 
地域ふれあい交流 

事業 

どろんこ教室等の体験学習を通し、子ども達の交

流、地域との交流、学校間の交流を図る。 
学校教育課 

33 わんぱく少年団事業 

自然の中で行われる様々な活動を通して、生涯にわ

たって自然に親しみ、豊かな人生を送るための基礎

や手段を学ぶ。 

生涯学習 

スポーツ課 

34 スポーツ少年団事業 

多くの子どもたちにスポーツをすることの楽しさ

と喜びを与え、スポーツを通して子どもたちの心と

体を育てる。 

生涯学習 

スポーツ課 

35 
文化芸術による子供

の育成事業 

小中学校において、一流の芸術家の公演等を行うこ

とで、子どもたちの優れた文化芸術の創造に資する

ことを目的とし、文化・芸術を通して豊かな人間形

成を図る。 

文化課 
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（２）子どもの健康を支える保健・医療・食育の充実 

子どもと母親の健康づくりのために、妊娠期から継続した育児支援を展開し健康診

査や相談事業の充実を図ります。また、健康な身体づくりの基本となる適切な生活習

慣や食習慣、栄養摂取についても正しい知識が得られるよう、食育を推進します。 

 

①保健・医療の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

36 
母子健康手帳（親子

手帳）の交付 

母子健康手帳（親子手帳）の交付を行い母子の健康

管理に役立てる。また、交付と同時に妊婦相談を実

施する。 

健康増進課 

37 
母子推進員による母

子の健康づくり推進 

母子の健康増進を図り、健康で明るい家庭づくりを

推進する。 
健康増進課 

38 妊婦健診の助成 
妊娠期の健康管理のため、全妊婦に医療機関での健

診受診について助成する。 
健康増進課 

39 
特定不妊治療費の 

助成 

特定不妊治療に要する経済的負担を軽減することで

不妊に悩む夫婦の妊娠・出産を支援する。 
健康増進課 

40 
里帰り出産に対する

妊婦乳児健診の助成 

里帰り出産に対し、県外受診の妊婦健診および 1 ヶ

月乳児健診費用の助成を実施し、妊婦等の健康管理

に役立てる。 

健康増進課 

41 乳幼児健診 

総合的な健診を行い、疾病の早期発見及び乳児の健

全育成や保護者への育児支援を図る。また子どもに

とって適切な生活習慣を確立できるよう、知識の普

及に努める。 

健康増進課 

42 乳幼児歯科保健事業 
保護者に対し、乳歯の頃からの虫歯予防について知

識の普及を図る。 
健康増進課 

43 ５～６ヶ月育児相談 

離乳食の開始時期に合わせて実施し、乳児の成長発

達を確認する。また、アンケートを実施し子育てに

ついての不安解消に役立てる。赤ちゃん訪問時に相

談会の内容を説明し、参加をすすめる。 

健康増進課 

44 
発達相談(ひまわり

相談) 

子どもの言葉遅れや情緒面での発達の不安などに対

して小児科医など専門のスタッフが個別に相談を受

け必要時は療育専門機関へつなげる。 

健康増進課 

45 予防接種の充実 
感染症の予防及び蔓延を防ぐため予防接種法に基づ

き実施する。 
健康増進課 

46 任意予防接種の助成 

任意予防接種に対して助成することで、接種率を高

め、感染症の予防および蔓延を防ぐ。（おたふくかぜ･

インフルエンザ） 

健康増進課 
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番号 事業名 事業内容 担当課 

47 
児童生徒健康管理 

事業 

保育所（園）、幼稚園等や小中学校において、健康観

察や健康診断等を通して、児童生徒の健康維持・増

進に努める。 

子育て支援課 

学校教育課 

48 医療機能の充実 
高度な診療や治療に対応できる医療機器の導入およ

び更新を図る。 
三国病院 

49 緊急医療対策事業 

地域内医療機関をはじめとする病院と一般診療所の

連携、消防との連絡体制を強化しながら、夜間・休

日等の救急時の医療体制を確保する。 

三国病院 

50 
小児救急医療支援 

事業 

小児救急医療を担う機関に対し支援を行うことで、

小児救急医療体制の充実を図る。 
健康増進課 

 

②食育の推進 

番号 事業名 事業内容 担当課 

51 食育出前講座 

幼児に五感（見る・聞く・触る・嗅ぐ・味わう）を

活用した調理体験を通して食べ物や調理に興味を持

たせ、今後の食習慣形成の土台をつくる。 

健康増進課 

52 
食生活改善推進員 

活動事業 

健康的な食生活習慣普及や食育推進のため、地域に

根付いた活動で栄養・食生活に関する知識を普及す

る。 

健康増進課 

53 食育活動事業 

給食時間等の指導を通して子どもの健康、心の健全

育成を図る。また、子どもがより身近に実感をもっ

て地域の自然、食文化、産業等についての理解を深

め、食べ物への感謝の気持ちを抱けるよう、地場産

物の利用拡大を図る。保育所（園）においては菜園

活動を実施し、その収穫や調理を通して食に対する

興味を育てる。保護者に対しても食育の大切さを啓

発する。 

健康増進課 

学校教育課 

農林水産課 

子育て支援課 
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２ 家庭が笑顔で育つまち 

 

現状と課題 

 

近年、価値観やライフスタイルの多様化等により、子育て家庭の抱える悩みや事情

も複雑化しています。共働き家庭やひとり親家庭など、保育の必要性が高い家庭や、

経済的に困窮している家庭、子どもとの向き合い方がわからず深刻な悩みを抱えてい

る家庭など、何らかの支援を必要としている家庭もあります。すべての子育て家庭が

心豊かに子どもと向き合い、それぞれの価値観を大切にした子育てができるよう、支

援施策を推進する必要があります。 

 

坂井市においては、核家族化の進行が顕著となっています。核家族世帯数は平成２

年から 20年間で 1.5 倍となっており、子育てをするうえで頼ることのできる親族等

が近くにいない家庭も増えていると考えられます。心配や悩みごとを可能な限り取り

除き、安心して子育てができるよう、家庭教育に関する情報提供や、相談体制の強化、

世代間交流の機会を確保していくことが大切です。 

 

アンケート結果からみる女性の就労率は、過去５年間でさらに高まっています。小

学生の保護者では、フルタイムでの就労が全体の約半数となっています。共働き家庭

が増加する中で、子どもの健やかな成長を支えるためには、保育サービスの充実に加

え、保護者が働きながらでも子育てがしやすくなるよう、職場の理解や協力を得るこ

とが不可欠です。関係機関・団体等との連携を図るとともに、男女共同参画社会の実

現に向けた取り組みを進めていくことが重要です。各家庭においては、男女がともに

協力し尊重し合いながら、楽しんで子育てや家事ができるよう、それぞれの役割分担

等を話し合う機会をつくることも大切です。 

 

また、障がい、疾病、虐待、貧困等、特別な支援を必要としている子どもや家庭に

対する支援も重要です。経済的支援や個々の事情に応じたきめ細やかな支援を充実す

るとともに、不安や負担を可能な限り軽減するための環境づくりを進めていくことが

大切です。 
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（１）家庭における子育て力の向上 

 子育ての第一義的責任を負うとされる「家庭」も、子育てを通じて成長していくこ

とが大切です。各家庭の子育て力の向上のため、各種講座や相談事業を充実します。 

 

①親育ちへの支援 

番号 事業名 事業内容 担当課 

54 
パパママレッスン

（両親学級） 

妊婦とその家族を対象として、妊娠中及び出産後の

健康管理・育児について学ぶ機会とする。また、妊

婦同士・父親同士が交流を持つ機会ともする。 

健康増進課 

55 
妊婦・新生児・乳児

等 訪問指導 

妊婦・新生児・幼児については希望者・ハイリスク

者宅などを訪問する。産婦・乳児については４ヶ月

までに連絡を取り家庭訪問を実施し、対象者の健康

管理、子育て支援を行う。 

健康増進課 

56 離乳食相談 

乳児期の食の特徴や大切さを伝え、離乳食を進めて

いくなかで保護者の不安解消ができるよう助言等

を行う。 

健康増進課 

57 
栄養相談・栄養指導 

の実施 

子どもの成長や将来の生活習慣病予防の観点から、

乳児期の栄養指導を保護者も含めて各種保健事業

やイベントで実施し、あわせて電話相談も行う。 

健康増進課 

58 
家庭教育推進 

(子育て講演会)事業 

就学時健康診断において、多様化した子育てに関する

講演会を開催する。市内の保護者が安心して子育てが

できるよう、すべての小学校で実施を目指す。 

学校教育課 

59 
心の家庭教育支援 

事業 

各地域において子育ての経験者等で結成した「坂井市

家庭教育支援チーム」で、対象校の児童に対する相談

会や保護者相談会の開催、子育て情報を掲載した広報

紙の発行等を行い、家庭の教育力の向上を図る。 

生涯学習 

スポーツ課 

60 育児講座の開催 

子育て支援センターや各保育所（園）等において、

保護者や地域の人たちの参加のもと、子育てに関す

る研修を行い、育児不安感を解消する。 

子育て支援課 

61 思春期教室 
小中学生を対象に、性教育や命の大切さについて学

習する機会とする。 
健康増進課 

62 男女共同参画啓発事業 

固定的な性別役割分担を見直し、家事や育児などあ

らゆる面で男女の共同参加が進むように、幼少期か

ら大人まで出前講座などを通して意識啓発に努め

る。 

まちづくり

推進課 
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番号 事業名 事業内容 担当課 

63 
父親の子育て 

推進事業 

父親がより積極的に子育てにかかわるよう、啓発の

ためのパンフレット・小冊子を配布し、意識の向上

を図る。 

健康増進課 

64 地域組織活動の充実 

親子及び世代間交流、児童養育に関する活動、児童

の事故防止活動など、地域を単位として子どもの健

全育成に寄与する自主的団体の活動を支援する。 

子育て支援課 

65 
子育てサークルへの

支援 

子育てをする親同士が、お互いに助け合うことがで

きる子育てサークルの活動を多面的に支援する。 
子育て支援課 

 

②相談体制の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

66 
ひとり親家庭等に 

対する自立支援事業 

自立支援員を配置して、ひとり親家庭が抱える様々

な相談に応じるとともに、自立できるための支援を

行う。 

子育て支援課 

67 
子どもと女性に 

対する相談事業 

家庭相談員と女性相談員を配置して情報を共有し

ながら、様々な問題について対応する。 
子育て支援課 

68 
子育てほっとメール

＆電話相談事業 
妊娠・出産・育児の悩みに対する相談に応じる。 健康増進課 

69 
＃8000 子ども救急

医療電話相談 

休日・夜間の急な子どもの病気にどう対処したらよ

いのか、病院の診療を受けたほうがいいのかなど判

断に迷った時に、看護師が電話相談を行う。 

健康増進課 

 

③情報提供 

番号 事業名 事業内容 担当課 

70 情報発信の推進 
ICT※を活用して子育て世帯への情報発信や保護者

や関係者との情報交換等の構築を検討する。 

子育て支援課 

健康増進課 

 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※ICT……情報（Information）、通信（Communication）、技術（Technology）に関する技術の総称。コンピュー

タやネットワークに関連する技術・産業・設備・サービスなどを指す。 
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（２）子育てと仕事の両立支援 

子育てにかかる負担が、父親・母親のどちらかに偏ることがないよう、互いに仕事

と子育てを両立し、子育てに積極的にかかわっていけるよう、意識啓発や労働環境の

改善に向けた働きかけを行います。 

 

①働き方の見直し・啓発 

番号 事業名 事業内容 担当課 

71 
育児・介護休業制度 

の周知啓発 

福井労働局・県などが発行する制度周知のためのリ

ーフレット等の窓口設置、制度改正等の広報掲載、

問い合わせ等への対応による周知をする。 

観光産業課 

72 
ワーク・ライフ・バ

ランスの促進 

仕事と子育てや介護、地域活動などの仕事以外の活

動をバランスよく調和させて暮らすことが出来る

よう、社会全体で働き方や家庭生活を見直すための

意識啓発に努める。 

まちづくり

推進課 

 

②雇用の促進・就労の支援 

番号 事業名 事業内容 担当課 

73 
職業訓練の周知・ 

紹介 

県などが実施している能力開発講座のリーフレッ

ト等の窓口設置、問い合わせ等への対応による周知

をする。 

観光産業課 

74 

男女共同参画に配慮

した雇用に関する 

啓発活動の推進 

男女雇用機会均等法に基づく制度に関するリーフ

レット等の窓口設置、制度改正等の広報掲載、問い

合わせ等への対応による周知をする。 

観光産業課 

75 求人情報の提供 
ハローワークが毎週発行する求人情報を本庁ロビ

ーや支所窓口等に掲示し、情報提供する。 
観光産業課 

76 

産休・育休明けの円

滑な就労・再就職へ

の支援 

妊娠中・育休中から、職場復帰や求職活動の目処が

つけられるよう、前年度中に保育所入所手続きを実

施する。 

子育て支援課 
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（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備 

ひとり親世帯をはじめ、家族状況などさまざまな要因から、社会的な養護を必要と

する子どもたちがいます。それぞれの状況に応じ、安全で安心な生活環境の確保に向

けた取り組みを進めます。 

 

①専門的支援の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

77 

ひとり親家庭の自立

支援教育訓練給付金

事業 

雇用保険法による教育訓練給付を受給できないひ

とり親家庭の親が、指定教育訓練を受講し、修了し

た場合に、経費の一部を支給する。 

子育て支援課 

78 
高等職業訓練促進 

給付金等支給事業 

経済的な自立を目指すひとり親に対して、専門的な

資格取得のための修学期間中における生活費を支

援する。 

子育て支援課 

79 
日常生活用具給付 

事業 

在宅の障がいのある子どもに対し、日常生活が円滑

に行われるよう、日常生活用具の給付や貸与を実施

する。 

社会福祉課 

80 補装具費支給事業 

身体の失われた部分や障害のある部分を補って、日

常生活や働くことを容易にする用具を交付や、修理

等を行う。 

社会福祉課 

81 
特別支援教育就学 

援助事業 

小学校・中学校の通常学級に在籍する特別支援学校

相当と判断された児童・生徒及び特別支援学級に在

籍する児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減する

ため、学校必要経費の一部を補助する。 

学校教育課 

82 
日中一時支援事業 

(地域生活支援事業) 

日中、障がいのある子どもを一時的に預かることに

より、日中の活動の場を確保し、家族の就労支援お

よび介護の一時的軽減を図る。 

社会福祉課 

83 
相談支援事業 

(地域生活支援事業） 

障がいのある子ども、その保護者、介護者などから

の相談に応じ、福祉サービスの利用援助、必要な情

報提供の支援を行う。 

子育て支援課 

84 
特別支援学校 

通学事業 

坂井市内から特別支援学校（養護学校）に通学する

児童生徒に対して通学バスを運行し、就学支援を行

う。 

社会福祉課 

85 
障がい者施設入浴 

事業 

在宅で入浴が難しい障がいのある人（子ども）を福

祉施設の機械浴槽を使って入浴を行う。 

社会福祉 

協議会 

86 
気になる子の 

フォロー体制の充実 

保育所（園）等、幼稚園、小学校、中学校へと切れ

目なくつながる、保健・医療・福祉・教育の連携に

よる子どものフォロー体制の構築に努める。 

健康増進課 

子育て支援課 

学校教育課 



 40 

 

②虐待防止への支援 

番号 事業名 事業内容 担当課 

87 民生児童委員活動 

地域の子どもを取り巻く環境を日頃から把握し、支

援が必要な場合は、関係機関に報告して見守りをす

る。特に主任児童委員は学校・保育所（園）・児童

館等を訪問し、民生児童委員と協働して必要な支援

を行う。 

社会福祉課 

88 
要保護児童対策 

地域協議会の充実 

児童虐待をはじめとした要保護児童の早期発見、早

期対応が円滑に行えるよう、児童相談所や教育機

関・保育所（園）・保健センター・警察等の関係機

関が連携し、支援体制の充実を図る。 

子育て支援課 
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（４）経済的支援の充実 

子育て家庭が経済的な不安がなく、安心して生活できるよう、経済的負担の軽減を

図ります。 

 

①各種手当の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

89 児童手当給付事業 

中学校３年生までの児童を養育している方に手当

てを支給することにより、家庭生活の安定と児童の

健全育成及び資質の向上を図る。 

子育て支援課 

90 
重症心身障害児（者）

福祉手当支給事業 

身体障害者手帳２級以上等の在宅障害児（者）で、

特別児童扶養手当や障害児福祉手当を受給できな

い方に支給する。 

社会福祉課 

91 
障害児福祉手当支給

事業 

身体または知的発達の重度障がいのため、日常生活

において常時介護を必要とする在宅の２０歳未満

の方に支給する。 

社会福祉課 

92 
特別児童扶養手当 

支給事業 

身体または知的発達に障がいのある２０歳未満の

児童を監護する父や母、もしくは養育者に県が支給

する。 

社会福祉課 

93 
児童扶養手当支給 

事業 

ひとり親家庭の親に対し、児童扶養手当を支給す

る。 
子育て支援課 

 

 

②医療費助成の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

94 子ども医療費助成事業 

中学校３年生までの児童の健康の維持と経済的な

負担を軽減するため、医療保険の自己負担分（保険

適用分）を助成する。 

子育て支援課 

95 養育医療給付事業 

入院を必要とする未熟児に対し、指定養育医療機関

において、医療の給付または医療に要する費用を公

費で負担する。 

子育て支援課 

96 
特定疾患特別見舞金

支援事業 

治療が極めて困難な特定疾患患者（小児慢性特定疾

患患者も含む）の経済的負担を軽減する。 
社会福祉課 

97 
重度障害者（児） 

医療費助成事業 

重度障がい者(児)の健康の維持と経済的な負担を

軽減するため、医療保険の自己負担分（保険適用分）

を助成する。 

社会福祉課 
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番号 事業名 事業内容 担当課 

98 

自立支援医療費支給

事業（育成医療費支

給事業） 

身体に障がいのある子どもで、その障がいをなくし

たり、軽減するために確実に効果が期待できる者に

対して提供される、生活の能力を得るために必要な

手術等の医療費を支給する。 

社会福祉課 

99 
ひとり親家庭等への

医療費助成事業 

ひとり親家庭等を対象に、健康の維持と経済的な負

担を軽減するため、医療保険の自己負担分（保険適

用分）を助成する。 

子育て支援課 

 

③その他経済的負担の軽減 

番号 事業名 事業内容 担当課 

100 保育料の負担軽減 

保育所（園）に同一世帯から二人以上の乳幼児が入

所している場合や入所児童が第３子以降の場合、ま

た低所得の母子世帯等の保育料を軽減する。 

子育て支援課 

101 幼稚園就園奨励事業 

私立幼稚園に就園奨励費補助金を交付することで

保護者の経済的負担を軽減し、幼稚園教育の推進を

図る。 

学校教育課 

102 
児童・生徒就学援助

事業 

経済的理由により就学が困難な児童・生徒に対する

必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図る。 
学校教育課 

103 
子育てすくすく支援

商品券支給事業 

多子世帯における経済的負担の軽減、市内事業者や

商店の経済活性化を図る。 
子育て支援課 

104 
交通災害等遺児就学

支度金支給事業 

小・中学校に就学予定の児童を扶養するひとり親家

庭に対して申請に基づき支給する。 
子育て支援課 

105 
交通遺児救援金支給 

事業 

生計を一にしていた父、母又は未成年後見人を交通

災害で失った、義務教育就学中の児童又は生徒に救

援金を支給する。 

子育て支援課 

106 
ひとり親・寡婦福祉

資金貸付事業 

ひとり親家庭や寡婦の経済的自立や、扶養している

子どもの福祉増進のために必要な資金の貸付の受

付を行う。 

子育て支援課 
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３ 地域が笑顔で育つまち 

 

現状と課題 

 

子どもが元気に遊び、学び、育っていくためには、地域や生活環境が安心・安全で

あることが大切です。子どもが健やかに育ち、子育て世帯が安心して暮らせるまちは、

市民全体がゆとりや安心感をもって生活できるまちであるといえます。道路環境等の

整備や交通安全対策、不審者対策等を着実に行っていくことで事故や犯罪等の危険を

未然に防ぐとともに、子どもたちの健全育成のため、スマートフォン等の普及に伴う

ネット依存や生活習慣の乱れ等への対策を社会・地域全体で考えていくことが求めら

れます。子どもや子育て家庭が孤立せずに暮らすことができるよう、地域に住む住民

一人ひとりが子育てに関わるという意識をもち、互いに協力しあい、まち全体で子育

てを応援していくことが重要です。 

 

坂井市においては、子どもが関わる施設や公園の整備、道路や歩道における危険箇

所の点検や補修に加え、公共施設への AED の設置をすすめるなど、安心して生活で

きる環境づくりに努めてきました。今後は、家庭や保育所（園）、幼稚園、学校や行

政がさらに緊密な連携を図り、子どもたちを危険や不安から守ることのできる環境を

つくっていくことが重要です。子どもの健全育成にあたっては、社会問題として顕在

化しているネット依存への対策として、スマートフォンやインターネットの危険性や

正しい使い方を子どもたちが保護者とともに学び、考えることができる機会を設ける

とともに、市全体での「Three（スリー） ルール 運動」※の普及に努めています。 

 

アンケート結果からは、子どもの安全を守るために重要なこととして、交通安全施

設の整備、通学路や遊び場の安全対策を挙げる保護者が多くみられました。また、地

域ぐるみのパトロールや、地域の交通安全活動を求める声も多く、地域に住む市民に

よる安全対策への期待がうかがえます。今後も環境整備をすすめ、地域全体での安全

対策に努めていく必要があります。 

 

地域において子どもや子育て家庭が安心して生活するためには、地域福祉の視点を

もったまちづくりも大切です。地域住民が見守り活動やボランティア活動などを通じ

て子育てに関わる機会を設けることで、地域の連帯感の向上やまち全体の子育て力の

向上に努めます。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※「Three(スリー) ルール 運動」…「自分でルール 家庭でルール 学校でルール ルールはあなたを守ります」

を掲げ、スマートフォンや携帯ゲーム機などの利用に関するルールを子ども自身が決め、自分自身で守ること

で、一定のルールが習慣化することを目的とする運動。 
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（１）安心・安全のまちづくり 

子どもや子育て家庭はもとより、地域住民全体が安全かつ快適に過ごせるよう、道

路環境や公共施設、公園等の整備に努めるとともに、ゆとりや安心感をもって生活で

きるよう、犯罪や事故の発生防止に向けた対策を充実します。 

 

①施設等の環境整備 

番号 事業名 事業内容 担当課 

107 児童館活動事業 

子どもたちが安全かつ安心して活動できるよう、施

設環境の整備に努める。現在児童館で実施している

放課後児童クラブを閉園となった幼稚園舎へ移動

することにより、児童館機能の充実を図る。 

子育て支援課 

108 
集会等施設整備へ

の助成 

コミュニティ活動を目的とした集会施設等の増改

築及び修繕に関する経費に対し、補助金を交付す

る。 

まちづくり

推進課 

109 
スポーツ施設の 

整備 

子どもを含むあらゆる市民が安全で快適に使用で

きるよう、体育館や運動公園などスポーツ施設の整

備を計画的に進める。 

生涯学習 

スポーツ課 

110 公園維持管理 
市が管理する公園の遊具等を点検し、危険箇所の補修を行

う。 
都市計画課 

111 
児童小遊園地遊具 

整備補助事業 

児童に健全な遊び場を与えることで体力の増進と

情操の高揚を図るため、各行政区の公園の遊具設置

に対して補助金を交付する。 

子育て支援課 

112 
児童小遊園地遊具 

設備修繕助成事業 

各行政区に設置されている遊具の修繕に対して助

成金を交付する。 

社会福祉 

協議会 

113 
危険箇所の点検 

及び補修 

市内における道路等の危険箇所を点検し、危険箇所

の補修に努める。 
建設課 

114 歩道整備 

子どもと一緒でも安全に安心して歩行できるよう

に、段差をなくしたりすることでバリアフリー化を

目指し、歩道の整備を進める。 

建設課 

115 防犯灯設置事業 

各行政区が犯罪、非行及び事故等の発生防止のため

に実施する防犯灯設置事業に対し、補助金を交付す

る。通学路に防犯灯を設置し、児童・生徒の安全確

保を図る。 

安全対策課 

 



 45 

 

②犯罪や事故等の防止・啓発 

番号 事業名 事業内容 担当課 

116 交通安全施設整備 
市が管理する道路に区画線、転落防止柵、視線誘導

標を設置する等、交通安全施設整備に取り組む。 
建設課 

117 
安全安心まちづく

り事業 

市民が安全で安心して暮らすことができるまちづ

くりに関する施策を実践する。また、有効な施策の

実践については、各機関どうしの連携が不可欠であ

るため、安全安心まちづくり推進会議を開催し、安

全安心まちづくりに関する施策について協議する。 

安全対策課 

118 
交通安全教室の 

実施 

交通指導員による小学校での自転車教室および婦

人指導員による保育所（園）・幼稚園・小学校等で

の交通教室等を実施し、児童・園児の交通安全意識

の向上を図る。 

安全対策課 

119 

交通安全図画ポス

ターコンクールの

実施 

交通事故のない安全で安心なまちを目指し、児童の

交通事故の防止を図るため、市内の小学生を対象に

交通安全図画ポスターコンクールを実施する。 

安全対策課 

120 交通指導員の配置 

交通指導員を配置し、早朝や薄暮時の街頭指導・巡回

広報パトロールを実施することにより、子どもを含め

た住民の交通事故防止を図る。指導員の高齢化が課題

であるとともに、定年制を設けたことによる指導員の

減員が予想されているが、今後も地域ぐるみの安全活

動を推進するため、適正ある指導員の確保に努める。 

安全対策課 

121 
防犯パトロールの

実施 

犯罪を未然に防ぐため、市内の拠点を中心に防犯パ

トロールを実施する。 
安全対策課 

122 不審者対策 

保育所（園）・幼稚園・学校等において防災訓練を

実施し不測の事態に備える。また職員を対象に講習

会を開催し、予防や防護策を学ぶ。 

安全対策課 

123 愛護センター事業 

補導員による街頭指導・少年相談・学校周辺及び通学

路付近の警戒並びに青色回転灯による見守り活動・不

審者対策巡回活動などを行い、青少年の健全な育成を

図る。また、公共施設等に白いポストを設置し、青少

年の健全育成に適切でない図書等を回収・廃棄する。 

生涯学習 

スポーツ課 

124 
情報モラル教育の

実施 

小中学校において、インターネットやスマートフォン

等の利用に関して子どもたちがその危険性を理解し正

しい利用方法を実践できるよう、警察や関係機関との

連携のもと、授業や講座を実施する。また、ネット依

存防止のため、子どもたちがスマートフォン等の利用

に関してルールをつくり、家庭で積極的に守ることを

目的とした「Three（スリー）ルール運動」を推進する。 

学校教育課 
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（２）市民ネットワークの形成 

地域住民が連携を図り、子育てを通じてまち全体が成長することをめざします。 

 

①世代を超えた市民の交流の場の充実 

番号 事業名 事業内容 担当課 

125 学校施設の開放 

市民の交流活動のために学校施設を開放することで地

域に拓かれた学校を目指すとともに、施設の利活用を

図る。 

教育総務課 

126 子ども会育成事業 
坂井市子ども会育成連絡協議会を事業主体として、

子ども会活動を通して子どもの健全育成を図る。 

生涯学習 

スポーツ課 

127 
社会教育団体育成 

事業 

社会教育団体の自主的で健全な活動を積極的に促

進するため、補助金を交付し、社会教育の発展及び

市民の自主的な社会教育活動を支援する。 

生涯学習 

スポーツ課 

128 
青少年健全育成 

事業 

坂井市青少年育成坂井市民会議を中心として、広く

市民の総意を結集し、次代を担う青少年の健全な育

成を図るため、見守り活動啓発運動や、心の教育講

演会を開催する。 

生涯学習 

スポーツ課 

129 
協働のまちづくり 

事業への助成 

市民と行政による協働のまちづくりを推進するた

め、コミュニティセンターを拠点に、地域住民が主

体となって“住みよい愛着と誇りの持てる地域づく

り”に取り組んでいる「まちづくり協議会」の運営

や活動に対し、財政的な支援、情報発信等を行う。 

まちづくり

推進課 

130 
コミュニティセン

ターへの移行 

平成 27 年 4 月 1 日に公民館をコミュニティセンタ

ーに移行し、地域づくりの拠点施設として、更に協

働のまちづくりを推進する。社会教育事業の推進に

加えて、まちづくり協議会を中心とした地域まちづ

くり活動の充実を図る。また、社会教育指導員の業

務を拡充し、社会教育の視点から地域づくり活動を

支援する。 

まちづくり

推進課 
 

生涯学習 

スポーツ課 

131 
社会教育・生涯学習

事業 

実生活に即した教育、学術および文化に関する事業

を行っていくことで、区域内住民の教養の向上・健

康の増進などを図り、生活文化の振興と社会福祉の

増進を進める。 

生涯学習 

スポーツ課 
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第５章 量の見込み及び確保の内容 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画において、「教育・保育」、

「地域子ども・子育て支援事業」を提供する区域を定め、当該区域ごとに「量の見込

み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされています。教育・保育提供区域

の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・

保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合

的に勘案するとともに、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動す

ることが可能な区域を定めることとなっています。その際、教育・保育提供区域は、

地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて設

定する必要があります。 

坂井市においては、効率的な資源の活用を可能とし、市内のニーズを柔軟に吸収で

きるよう、教育・保育提供区域を１圏域（全市）とします。ただし、事業の実施にあ

たっては小学校区単位など、各地区の実状を踏まえて行うものとします。 

また、「量の見込み」については、平成 25 年度に実施した、就学前児童・小学生

の子どもを持つ保護者を対象としたニーズ調査の結果と、坂井市の今後５年間の人口

推計、各サービスの利用実績等をふまえて算出しています。 

 

 

２ 教育・保育事業の量の見込みと確保の内容 

教育・保育事業は、主に子どもたちが平日の昼間に利用する事業です。子ども・子

育て支援新制度の下では、子どもたちは、本人の年齢と、保護者の就労状況等からみ

る保育の必要性に応じて、認定（１号・２号・３号）を与えられることになりました。

以下の認定区分に応じて、利用できる施設や、利用できる時間が決まります。 

 

■認定区分と提供施設 
 

 

認定区分 利用できる施設 

１号 ３－５歳 （教育のみ） 幼稚園、幼保園、認定こども園 

２号 ３－５歳 （保育の必要性あり） 保育所（園）、幼稚園、幼保園、認定こども園 

３号 ０－２歳 （保育の必要性あり） 保育所（園）、幼保園、認定こども園 
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■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

単位：実利用人数（人）/年間 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 号 

 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳） 

3 号 
（0-2 歳） 

（保育の必要性 

あり） 

1 号 

 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳） 

3 号 
（0-2 歳） 

（保育の必要性 

あり） 

1 号 

 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳） 

3 号 
（0-2 歳） 

（保育の必要性 

あり） 

教 

育 

保 

育 

０ 

歳 

1、2 

歳 

教 

育 

保 

育 

０ 

歳 

1、2 

歳 

教 

育 

保 

育 

０ 

歳 

1、2 

歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
263 258 1,772 300 1,141 262 258 1,770 295 1,124 262 257 1,767 292 1,115 

② 

確

保

の 

内

容 

認定こども園 

幼保園 

幼稚園 

保育所（園） 

2,506 270 1,136 2,521 309 1,150 2,536 333 1,150 

地域型 

保育事業 
 - -  - -  - - 

②－① 213 -30 -5 231 14 26 250 41 35 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 

1 号 

 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳） 

 

3 号 
（0-2 歳） 

（保育の必要性 

あり） 

1 号 

 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳） 

3 号 
（0-2 歳） 

（保育の必要性 

あり） 

教 

育 

保 

育 

０ 

歳 

1、2 

歳 

教 

育 

保 

育 

０ 

歳 

1、2 

歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
264 259 1,779 287 1,099 259 255 1,752 283 1,083 

② 

確

保

の 

内

容 

認定こども園 

幼保園 

幼稚園 

保育所（園） 

2,551 350 1,150 2,551 350 1,150 

地域型 

保育事業 
 - -  - - 

②－① 249 63 51 285 67 67 

●坂井市には平成 26 年現在、待機児童がおらず、すべての子どもたちが、教育・保育のサ

ービスが受けられる体制が整っています。増大する０～２歳の保育ニーズに対応するための

体制強化が求められます。 

●地域型保育事業については現在実施予定がありませんが、希望する事業者が出てきた場合

は、条例に基づき審査・確認の実施を検討します。 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容 

子ども・子育て支援新制度のもとでは、子ども・子育て支援法第 59 条にもとづき、

以下の地域子ども・子育て支援事業について、「量の見込み」、「確保の内容」、「実施

時期」を定めることとされています。 

事業名 事業概要 

延長保育事業 
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の

日並びに時間において、保育園所等において保育を実施する事業です。 

子育て短期支援事業 

子育て短期支援事業は、保護者の疾病等の理由により家庭での児童の

養育が一時的に困難な場合に、児童養護施設などで一時的に児童を預か

りる事業です。休日・宿泊を含めたショートステイ事業と、夜間に預か

りを行うトワイライトステイ事業があります。 

地域子育て支援 

拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ

いての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

一時預かり事業 

一時預かり事業は、家庭において保育を受けることが一時的に困難と

なった子どもについて、主として昼間において、幼稚園や保育所（園）

等において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

病児・病後児保育事業 

病気中または病気の回復期で幼稚園や保育所（園）に通所できない子

どもや、保護者に用事があるため看病する方がいない子どもを、診療所

等で一時的に保育する事業です。 

利用者支援事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育

て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、

関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

放課後児童クラブ事業 

小学校児童で放課後、保護者の就労等により、家庭が常時留守になっ

ている児童を対象に、児童の健全育成を推進するため学童保育を実施す

る事業です。 

妊婦健診事業 
妊娠中の疾病や異常の早期発見をはじめ、妊婦の健康管理を目的とし

て実施する健康診査です。 

乳児家庭全戸訪問

事業 

すべての生後 4 か月までの乳児がいる家庭を訪問し、さまざまな不

安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うと共に、親子の

心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対し

ては適切なサービス提供に結びつけることを目的に実施する事業です。 

養育支援訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業や、関係機関などからの情報収集等により把握

した養育困難家庭で養育支援の必要性があると判断したものに対し、子

育て経験者等による育児・家庭の援助または保健師等による具体的な育

児支援に関する技術的支援を訪問により実施し、関係機関との連絡をと

りながら、育児不安などに対応する事業です。 
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■延長保育事業             単位：実利用人数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 579 人 575 人 571 人 569 人 561 人 

②確保の内容 579 人 575 人 571 人 569 人 561 人 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

■子育て短期支援事業： （ショートステイ）         単位：延べ利用日数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 28 人日 27 人日 27 人日 27 人日 27 人日 

②確保の内容 28 人日 27 人日 27 人日 27 人日 27 人日 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

●現在坂井市では、市内 30 か所の保育所（園）で延長保育事業を実施しています。今後

も受け入れ体制を確保し、実施を続けます。 

●現在坂井市では、市外の３か所の施設への委託により、子育て短期支援事業（ショート

ステイ）を実施しています。今後も受け入れ体制を確保し、実施を続けます。 
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■地域子育て支援拠点事業          単位：延べ利用回数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 44,556 人回 43,884 人回 43,464 人回 42,816 人回 42,192 人回 

②確保の内容 
６か所 

（44,556 人回） 

６か所 

（43,884 人回） 

６か所 

（43,464 人回） 

６か所 

（42,816 人回） 

６か所 

（42,192 人回） 

②-① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

■幼稚園における在園児を対象とした一時預かり事業       単位：延べ利用日数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の 

見込 

①１号認定による利用 140 人日 139 人日 139 人日 140 人日 138 人日 

②２号認定による利用 69 人日 69 人日 69 人日 69 人日 69 人日 

②確保の内容 209 人日 208 人日 208 人日 209 人日 207 人日 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

  
 

 

■一時預かり事業（すみずみ子育てサポート事業を含む）      単位：延べ利用日数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 5,286 人日 5,522 人日 5,770 人日 6,032 人日 6,307 人日 

②確保の内容 5,286 人日 5,522 人日 5,770 人日 6,032 人日 6,307 人日 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

●市内の私立幼稚園１園とすべての公立幼稚園（平成 28年度からすべて幼保園となる）で

は、在園児（１号認定の子ども・教育ニーズの強い２号認定子ども）を対象とした一時預か

り保育を行っています。今後も受け入れ体制を確保し、実施します。 

●現在坂井市では、６か所で地域子育て支援拠点事業を実施しています。各地域で子育て支

援に対するニーズに応え、また、保護者同士、子ども同士が交流の場を持つことができるよ

うな雰囲気づくりが求められています。 

●現在坂井市では、未就園児を対象とした一時預かり事業を 16か所で実施しています。今

後も受け入れ体制を確保し、実施します。 
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■病児・病後児保育事業          単位：延べ利用日数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 2,898 人日 2,870 人日 2,840 人日 2,809 人日 2,774 人日 

② 確 保

の内容 

病児・病後児保育事業 2,898 人日 2,870 人日 2,840 人日 2,809 人日 2,774 人日 

子育て援助活動事業 

（病児・緊急対応強化事業） 
     

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

■利用者支援事業【新規】               単位：か所数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

②確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

 

 

 

 

 

 

●現在坂井市では、２か所で病児保育事業、３か所で病後児保育事業を実施しています。現

在の一日の受け入れ可能人数は、病児が８人、病後児が 11人となっています。 

●６か所の地域子育て支援拠点事業と連携を図りながら子育て支援課で実施します。 
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■放課後児童クラブ事業            単位：実利用人数/年間 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 
小学校低学年 1,131 人 1,122 人 1,083 人 1,036 人 997 人 

小学校高学年【新規】  485 人  476 人  479 人  480 人 476 人 

②確保の内容 1,616 人 1,598 人 1,562 人 1,516 人 1,473 人 

②-① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●現在坂井市では、29 か所（33クラブ）で小学校低学年の児童クラブを実施しています。

一部クラブでは６年生まで受け入れを行っています。今後は、市内全体で６年生まで受け

入れができるよう、段階的に整備や指導員の確保をすすめます。 

 

坂井市「放課後子ども総合プラン」 

～放課後児童クラブ（学童保育）及び放課後子ども教室の整備方針等～ 
   

 共働き家庭において、子どもが保育園から小学校に進学する際、預けられる時間が短くなることにより、

直面する社会的な問題を、「小１の壁」といいます。 

 国においては、共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図り、次代を担う人材を育成するため、すべての児

童が放課後等を安心・安全に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができる環境の整備を目的と

して、文部科学省と厚生労働省が協力し、放課後児童クラブ（学童保育）及び放課後子ども教室の計画的な

整備を進めるための「放課後子ども総合プラン」が平成26年7月に策定されました。 

 坂井市においても、すべての児童の安心・安全な居場所づくりの観点から、放課後児童クラブ及び放課

後子ども教室を計画的に整備することが求められています。 

 坂井市では以上のことを踏まえ、次の通り整備方針を定めました。 

 

市町村が取り組むべき項目 坂井市の方針 

放課後児童クラブの平成 31 年度に達成されるべき

目標事業量 

現在、市内 29 か所（33 クラブ）で実施しており、平成

31 年度では計 997 名を見込んでいます。 

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室

の平成 31 年度に達成されるべき目標事業量 

市内 29 か所すべての施設での一体的な実施を目指しま

す。 

放課後子ども教室の平成 31 年度までの整備計画 市内 29 か所での実施を目指します。 

放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的

な、又は連携による実施に関する具体的な方策 

放課後児童クラブの充実を図り、安心・安全な放課後等の

居場所の確保に努めます。小学校の空き教室の活用につい

ては、児童や地域住民に対し、学校教育に支障のない範囲

で、学校施設の開放を進めることで対応します。 

小学校の余裕教室等の放課後児童クラブ及び放

課後子ども教室への活用に関する具体的な方策 

小学校の空き教室の活用については、児童や地域住民に対

し、学校教育に支障のない範囲で、学校施設の開放を進め

ることで対応します。 

放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の実施に係る

教育委員会と福祉部局の具体的な連携に関する方策 

教育委員会と子育て支援課の間で積極的な情報交換・共有

を行います。 

地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間

の延長に係る取組 
現在利用している保護者等と協議し、検討を行います。 

地域の実情に応じた効果的な放課後児童クラブ及

び放課後子ども教室実施に関する検討の場（運営

協議会等）について 

子ども・子育て会議等を通じ検討を行います。 
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■妊婦健診       単位：実利用人数（延べ利用回数）/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 
740 人 

（10,360人回） 

738 人 

（10,332人回） 

727 人 

（10,178人回） 

718 人 

（10,052人回） 

706 人 

（9,884 人回） 

②確保の内容 
740 人 

（10,360人回） 

738 人 

（10,332人回） 

727 人 

（10,178人回） 

718 人 

（10,052人回） 

706 人 

（9,884 人回） 

②-① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

■乳児家庭全戸訪問事業            単位：実利用人数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 740 人 738 人 727 人 718 人 706 人 

②確保の内容 740 人 738 人 727 人 718 人 706 人 

②-① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

■養育支援訪問事業            単位：実利用人数/年間 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 23 人 28 人 33 人 40 人 48 人 

②確保の内容 23 人 28 人 33 人 40 人 48 人 

②-① 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

●児童の養育について支援が必要な家庭に、過重な負担がかかる前の段階で、保健師等の訪問によ

る支援を実施し、安定した児童の養育を支援します。 

●生後４か月になるまでの乳児がいるすべての家庭を坂井市新生児訪問嘱託員や保健師が訪

問し、不安や悩み相談及び子育ての情報提供を行い、適切なサービスの提供に結びつけます。 

●県内医療機関等に委託し、妊婦の健康の保持及び増進を目的として、妊娠期間中の適時に必

要に応じた医学的検査を実施します。 
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第６章 推進体制 

１ 計画の推進に向けて 

本計画は、子ども・子育て支援事業計画と次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動

計画を兼ねており、すべての子どもと子育て家庭を対象とした子育て支援を総合的に推進す

る計画です。そのため、全庁的に広く連携するとともに、坂井市全体として、子ども・子育

て支援に取り組むことが必要不可欠であり、市内の子育て支援にかかわる、家庭、保育所

（園）・幼稚園・小学校等や、地域、その他関係機関・団体等との連携の強化を図ります。 

また、計画を市民との協働で進めていくためには、本計画で示した基本理念や考え方、各

種取り組みについて広く周知していくことが重要です。そのため、広報紙やホームページ、

窓口等において情報提供を行うとともに、計画の進捗状況や市内の多様な施設・サービス等

の子ども・子育てに関する情報についても市民への周知・啓発を図ります。 

 

２ 計画の評価・検証 

各種施策及び本計画の推進については、実効性を高めるため、坂井市子ども・子育て会議

において計画の進捗について確認する機会を毎年度設けるなど、総合的かつ計画的に取り組

みます。 

こうした推進の仕組みとして、【Ｐｌａｎ（計画）―Ｄｏ（実施・実行）－Ｃｈｅｃｋ（検

証・評価）－Ａｃｔｉｏｎ（改善）】のＰＤＣＡサイクルを活用し、実効性のある取り組みの

推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○計画の立案 

Ｐlan：計画 

○計画に基づく施策・事業の実施 

○施策・事業の実施内容の公表と周知 

Ｄo：実施 

 
○施策・事業の実施状況の把握 

○目標・指標等の達成状況の把握 

 

Ｃheck：点検・評価 

○事業内容の改善・見直し 

○目標・指標等の見直し 

Ａction：改善・見直し 

継続的改善 


